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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　臭気物質を含む水に凝集剤を添加して凝集処理を行う凝集処理工程と、
　前記凝集処理した処理水を膜ろ過処理する膜ろ過処理工程と、
　前記膜ろ過処理した処理水を活性炭フィルタに接触させて、前記臭気物質を吸着させる
吸着処理工程と、
　前記活性炭フィルタに加熱ガスを接触させて、前記吸着した臭気物質を脱着させる脱着
処理工程と、を備え、
　前記臭気物質を含む水、前記凝集処理した処理水及び前記膜ろ過処理した処理水のうち
少なくともいずれか１つに対して、臭気を測定し、当該測定値と前記活性炭フィルタの吸
着容量とに基づき、前記脱着処理工程を行うタイミングを決定することを特徴とする臭気
物質を含む水の処理方法。
【請求項２】
　前記臭気物質を含む水は、さらに色度成分を含むことを特徴とする請求項１に記載の臭
気物質を含む水の処理方法。
【請求項３】
　前記色度成分は、フミン質及びフルボ酸の少なくともいずれか１つを含むことを特徴と
する請求項２に記載の臭気物質を含む水の処理方法。
【請求項４】
　臭気物質を含む水に凝集剤を添加して凝集処理を行う凝集処理手段と、
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　前記凝集処理した処理水を膜ろ過処理する膜ろ過処理手段と、
　活性炭フィルタを有し、前記膜ろ過処理した処理水を前記活性炭フィルタに接触させる
ことで前記臭気物質を吸着させる吸着処理工程を行う吸着手段と、
　前記活性炭フィルタに加熱ガスを接触させて、前記吸着した臭気物質を脱着させる脱着
処理工程を行う脱着手段と、を備え、
　前記臭気物質を含む水、前記凝集処理した処理水及び前記膜ろ過処理した処理水のうち
少なくともいずれか１つに対して、臭気を測定する測定手段を有し、前記脱着処理手段に
よる脱着処理工程を行うタイミングは、前記測定手段により測定された測定値と前記活性
炭フィルタとの吸着容量とに基づき決定されることを特徴とする臭気物質を含む水の処理
装置。
【請求項５】
　前記臭気物質を含む水は、さらに色度成分を含むことを特徴とする請求項４に記載の臭
気物質を含む水の処理装置。
【請求項６】
　前記色度成分は、フミン質及びフルボ酸の少なくともいずれか１つを含むことを特徴と
する請求項５に記載の臭気物質を含む水の処理装置。
【請求項７】
　前記活性炭フィルタは第１活性炭フィルタ及び第２活性炭フィルタを含み、
　前記第１活性炭フィルタと前記第２活性炭フィルタとの間で、前記吸着処理工程及び前
記脱着処理工程を交互に行うことを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の臭気
物質を含む水の処理方法。
【請求項８】
　前記活性炭フィルタは第１活性炭フィルタ及び前記第２活性炭フィルタを含み、
　前記第１活性炭フィルタと前記第２活性炭フィルタとの間で、前記吸着処理工程及び前
記脱着処理工程を交互に行うことを特徴とする請求項４～６のいずれか１項に記載の臭気
物質を含む水の処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、臭気物質を含む水の処理方法及び処理装置の技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、膜ろ過と活性炭フィルタを備える装置を用いて、水中の臭気物質を処理する方法
が知られている。例えば、特許文献１には、膜ろ過の後段に繊維状活性炭を主成分とする
活性炭フィルタを設け、水中の臭気物質を除去することが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平９－２９９９４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、活性炭フィルタは、臭気物質除去を目的として使用されるだけでなく、色度
成分等の被処理水中の溶存性有機物を除去することも可能である。しかし、溶存性有機物
は、活性炭フィルタのライフを著しく低下させ、活性炭フィルタの再生や交換のランニン
グコストが課題となる。
【０００５】
　そこで、本発明は、ランニングコストを低減することができる臭気物質を含む水の処理
方法及び処理装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００６】
　本実施形態に係る臭気物質を含む水の処理方法は、臭気物質を含む水に凝集剤を添加し
て凝集処理を行う凝集処理工程と、前記凝集処理した処理水を膜ろ過処理する膜ろ過処理
工程と、前記膜ろ過処理した処理水を活性炭フィルタに接触させて、前記臭気物質を吸着
させる吸着処理工程と、前記活性炭フィルタに加熱ガスを接触させて、前記吸着した臭気
物質を脱着させる脱着処理工程と、を備え、前記臭気物質を含む水、前記凝集処理した処
理水及び前記膜ろ過処理した処理水のうち少なくともいずれか１つに対して、臭気を測定
し、当該測定値と前記活性炭フィルタの吸着容量とに基づき、前記脱着処理工程を行うタ
イミングを決定することを特徴とする。
【０００７】
　また、前記臭気物質を含む水の処理方法は、色度成分及び臭気物質を含む水の処理に好
適である。
【０００８】
　また、前記臭気物質を含む水の処理方法において、前記色度成分は、フミン質及びフル
ボ酸の少なくともいずれか１つを含むことが好ましい。
【００１１】
　また、本実施形態に係る臭気物質を含む水の処理装置は、臭気物質を含む水に凝集剤を
添加して凝集処理を行う凝集処理手段と、前記凝集処理した処理水を膜ろ過処理する膜ろ
過処理手段と、活性炭フィルタを有し、前記膜ろ過処理した処理水を前記活性炭フィルタ
に接触させることで前記臭気物質を吸着させる吸着処理工程を行う吸着手段と、前記活性
炭フィルタに加熱ガスを接触させて、前記吸着した臭気物質を脱着させる脱着処理工程を
行う脱着手段と、備え、前記臭気物質を含む水、前記凝集処理した処理水及び前記膜ろ過
処理した処理水のうち少なくともいずれか１つに対して、臭気を測定する測定手段を有し
、前記脱着処理手段による脱着処理工程を行うタイミングは、前記測定手段により測定さ
れた測定値と前記活性炭フィルタとの吸着容量とに基づき決定されることを特徴とする。
【００１２】
　また、前記臭気物質を含む水の処理装置は、色度成分及び臭気物質を含む水の処理に好
適である。
【００１３】
　また、前記臭気物質を含む水の処理装置において、前記色度成分は、フミン質及びフル
ボ酸の少なくともいずれか１つを含むことが好ましい。
【発明の効果】
【００１６】
　本実施形態によれば、臭気物質を含む水処理のランニングコストを低減することができ
る。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本実施形態に係る処理装置の構成の一例を示す模式図である。
【図２】他の実施形態に係る処理装置の構成の一例を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の実施の形態について説明する。なお、本実施形態は本発明を実施する一
例であって、本発明は本実施形態に限定されるものではない。
【００１９】
　図１は、本実施形態に係る処理装置の構成の一例を示す模式図である。図１に示す処理
装置１は、原水槽１０、凝集処理手段の一例として、撹拌機１１を備える凝集反応槽１２
及び凝集剤添加配管１３を有する凝集処理装置、膜ろ過処理手段の一例としての膜ろ過装
置１４、吸脱着装置１６を備えている。
【００２０】
　吸脱着装置１６は、２つの活性炭フィルタ（第１活性炭フィルタ１８、第２活性炭フィ
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ルタ２０）を備えている。吸脱着装置１６では、以下で説明するように、活性炭フィルタ
に臭気物質を吸着させる吸着処理、加熱ガスにより活性炭フィルタから臭気物質を脱着さ
せる脱着処理が行われる。
【００２１】
　原水槽１０の入口には、原水配管２２が接続されている。接続配管２４ａの一端は原水
槽１０の出口に接続され、他端が凝集反応槽１２の入口に接続されている。また、接続配
管２４ｂの一端は凝集反応槽１２の出口に接続され、他端は膜ろ過装置１４の入口に接続
されている。また、接続配管２４ｃの一端は膜ろ過装置１４の出口に接続され、他端は分
岐して、第１活性炭フィルタ１８の被処理水入口及び第２活性炭フィルタ２０の被処理水
入口にそれぞれ接続されている。また、処理水配管２６の一端は分岐して、第１活性炭フ
ィルタ１８の処理水出口及び第２活性炭フィルタ２０の処理水出口にそれぞれ接続され、
他端は例えば不図示の処理水槽に接続されている。また、加熱ガス供給配管２８の一端は
分岐して、第１活性炭フィルタ１８のガス入口及び第２活性炭フィルタ２０のガス入口に
それぞれ接続され、他端は、例えば不図示の加熱ガス供給源に接続されている。また、排
ガス配管３０の一端は分岐して、第１活性炭フィルタ１８のガス出口及び第２活性炭フィ
ルタ２０のガス出口にそれぞれ接続され、他端は、例えば不図示の燃焼装置に接続されて
いる。接続配管２４ｃ、処理水配管２６、加熱ガス供給配管２８、排ガス配管３０にはそ
れぞれバルブ（Ｖ１～Ｖ８）が設置されている。
【００２２】
　本実施形態の処理装置１の動作の一例を説明する。
【００２３】
　処理装置１で処理される水は、臭気物質を含む水であれば特に制限されるものではない
が、例えば、臭気物質の他に溶存性有機物や懸濁物質等を含む水でもよい。具体的には、
水道水、地下水（例えば、井戸水、湧水、伏流水等）、地表水（例えば、河川水、湖沼水
等）等である。
【００２４】
　臭気物質とは、土臭、生ぐさ臭、腐敗臭、カビ臭などの原因となる有機化合物を意味し
ており、例えば、浄水場で問題となるカビ臭の原因となる臭気物質はジオスミンや２－Ｍ
ＩＢ等が挙げられる。溶存性有機物は、例えば、フミン質、フルボ酸等の色度成分等であ
る。以下、臭気物質を含む水を単に原水と称する。
【００２５】
　原水配管２２から原水槽１０内に貯留された原水は、接続配管２４ａを通り、凝集反応
槽１２に供給される。この際、凝集剤添加配管１３から凝集剤が添加され、撹拌機１１に
より原水と凝集剤とが混合され、原水中の懸濁物質、一部の溶存性有機物等がフロック化
される（凝集処理）。
【００２６】
　凝集処理された処理水は、接続配管２４ｂを通り、膜ろ過装置１４に導入される。処理
水中の懸濁物質、一部の溶存性有機物等は、膜ろ過装置１４内のろ過膜により捕捉される
（膜ろ過処理）。膜ろ過処理された処理水は、接続配管２４ｃを通り、第１活性炭フィル
タ１８に導入される。ここでは、接続配管２４ｃのバルブＶ１及び処理水配管２６のバル
ブＶ３が開放され、接続配管２４ｃのバルブＶ２及び処理水配管２６のバルブＶ４が閉じ
られており、第２活性炭フィルタ２０には通液されない状態としている。
【００２７】
　第１活性炭フィルタ２０により、処理水中の臭気物質及び残存する溶存性有機物等が吸
着され（吸着処理）、吸着処理された処理水は、処理水配管２６から排出される。所定時
間経過後、接続配管２４ｃのバルブＶ２を開、バルブＶ１を閉、処理水配管２６のバルブ
Ｖ４を開、バルブＶ３を閉とし、第１活性炭フィルタ１８への処理液の通液が停止され、
第２活性炭フィルタ２０への処理液の通液が開始される。この際、加熱ガス供給配管２８
のバルブＶ５及び排ガス配管３０のバルブＶ７が開放され、加熱ガスが加熱ガス供給配管
２８から第１活性炭フィルタ１８へ供給される。加熱ガスが第１活性炭フィルタ１８に接
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触することで、吸着された臭気物質等が脱着される（脱着処理）。脱着された臭気物質等
は排ガスとして排ガス配管３０から排出され、不図示の燃焼装置等で熱分解処理される。
以下、各配管のバルブの開閉を適宜切換え、第１活性炭フィルタ１８と第２活性炭フィル
タ２０との間で、吸着処理及び脱着処理が交互に行われる。
【００２８】
　本実施形態のように、膜ろ過処理の前段で凝集処理を行うことで、原水中に含まれる溶
存性有機物等が膜ろ過処理等で効率的に除去されるため、後段の活性炭フィルタへの負荷
が低減される。これにより、活性炭フィルタの再生や交換のランニングコストを低減する
ことが可能となる。特に、活性炭フィルタでの吸着処理時間を長くすることができるため
、脱着処理の頻度を低減することが可能となり、活性炭フィルタの再生コストが低減され
る。また、脱着処理を行うことで、活性炭フィルタの再利用が可能となるため、活性炭フ
ィルタの交換コストがより低減される。
【００２９】
　以下、処理装置１の各構成について詳述する。
【００３０】
　凝集処理装置による凝集処理は、既述したように、原水に凝集剤を添加して、原水と凝
集剤とを混合する凝集混和処理だけでなく、凝集反応槽１２の後段に沈殿槽や加圧浮上槽
を設置して、凝集反応槽１２にてフロック化した不純物を沈殿槽や加圧浮上槽にて除去す
る凝集沈殿又は凝集加圧浮上処理を含んでいてもよい。すなわち、本明細書における凝集
処理した処理水とは、凝集混和処理した処理水、又は凝集沈殿又は凝集加圧浮上した処理
水を意味する。凝集沈殿又は凝集加圧浮上処理を含むことで、溶存性有機物や懸濁物質を
より低減させた処理水を活性炭フィルタに供給することが可能となる。
【００３１】
　凝集処理で使用される凝集剤は、無機系凝集剤、有機系凝集剤等が挙げられる。これら
は１種単独でも、併用してもよい。無機系凝集剤は、例えば、ポリ塩化アルミニウム、硫
酸バンド、塩化第二鉄、硫酸第二鉄、塩化アルミニウム、硫酸アルミニウム等が挙げられ
る。また、有機系凝集剤は、例えば、ポリアクリルアミド系凝集剤、ポリスルホン酸系凝
集剤、ポリアクリル酸系凝集剤、ポリアクリル酸エステル系凝集剤、ポリアミン系凝集剤
、ポリメタクリル酸系凝集剤等の高分子凝集剤、界面活性剤等の低分子凝集剤（凝結剤）
等が挙げられる。
【００３２】
　凝集剤の添加濃度は、膜ろ過装置１４に設置されたろ過膜のファウリングを抑制するこ
とができる点で、例えば、原水中の溶存性有機物の濃度（ｍｇ／Ｌ）に対して５倍～７５
倍の範囲であることが好ましく、経済性の観点から５倍～２０倍の範囲であることがより
好ましい。
【００３３】
　膜ろ過装置１４は、例えば、ろ過膜を密閉可能な容器に収納した少なくとも１つのモジ
ュールから構成されている。ろ過膜の形状は特に制限されるものではなく、例えば、中空
糸膜、管状膜、平膜、スパイラル等が挙げられる。膜ろ過装置１４の通水方式は、内圧型
、外圧型等のあらゆる通水方式が適用可能であり、クロスフローろ過やデッドエンドろ過
等のあらゆるろ過方法が適用可能である。
【００３４】
　膜ろ過装置１４に使用されるろ過膜は、例えば、限外ろ過膜（ＵＦ膜）、精密ろ過膜（
ＭＦ膜）、逆浸透膜（ＲＯ膜）、ナノろ過膜（ＮＦ膜）等が挙げられる。材質は、例えば
、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、ポリエーテルサルフ
ォン（ＰＥＳ）、セルロースアセテート（ＣＡ）等の有機膜、セラミック製の無機膜等が
挙げられる。ろ過膜の細孔径は、例えば、０．１μｍ以下が好ましく、０．０３μｍ以下
がより好ましい。
【００３５】
　活性炭フィルタ（１８，２０）の形態としては、例えば、繊維状活性炭の原綿やシート
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でフィルタを形成したもの、繊維状活性炭を主成分とするシートを積層したもの、前記シ
ートを同心円状に円筒状に巻き付けてカートリッジとしたもの、繊維状活性炭とバインダ
ー又は粉末活性炭を水中に分散させ、金型に導入することにより円筒状あるいは円柱状の
カートリッジに形成したもの等を用いることができる。
【００３６】
　活性炭フィルタ（１８，２０）に使用される繊維状活性炭の物性は、特に限定されるも
のではないが、ＢＥＴ比表面積が１０００～２０００ｍ２／ｇ、平均細孔径が１０～５０
Åのものが好ましい。材質としては、例えば、石炭ピッチ系、石油ピッチ系、再生セルロ
ース系、アクリル繊維系、フェノール繊維系等が挙げられる。
【００３７】
　活性炭フィルタ（１８，２０）への処理水の通水条件は、特に制限されるものではない
が、例えば、ＳＶは１５００～２００００（１／ｈ）の範囲であることが好ましい。
【００３８】
　活性炭フィルタ（１８，２０）への加熱ガスの通気条件は、特に制限されるものではな
いが、例えば、活性炭１ｋｇあたりに対する加熱ガスの流量が１～２ｋｇ／ｈであること
が好ましい。
【００３９】
　加熱ガスは、活性炭フィルタ（１８，２０）から臭気物質を脱着することできる温度以
上のガスであれば特に制限されるものではない。加熱ガスは、例えば、水蒸気、加熱空気
、加熱不活性ガス等が挙げられる。
【００４０】
　加熱ガスは、図１に示す処理装置１とは別個の装置で排出された加熱ガスを利用しても
よいし、加熱ガスを発生する加熱ガス発生装置を設置し、加熱ガス発生装置から加熱ガス
を活性炭フィルタ（１８，２０）に供給してもよい。加熱ガス発生装置の構成は、例えば
、ガス充填タンク、ヒータ、送風器等から構成される。
【００４１】
　吸脱着装置１６は、２つの活性炭フィルタを備えているが、これに制限されるものでは
なく、１つ以上の活性炭フィルタを備えていればよい。また、吸脱着装置１６では、第１
の活性炭フィルタ１８、第２活性炭フィルタ２０との間で、吸着処理及び脱着処理を交互
に行っているが、この態様に制限されるものではない。
【００４２】
　図２は、他の実施形態に係る処理装置の構成の一例を示す模式図である。図２に示す処
理装置２において、図１に示す処理装置１と同様の構成については同一の符号を付しその
説明を省略する。図２に示す処理装置２は、加熱ガス発生装置３２を有する吸脱着装置１
６、臭気センサ３４、制御装置３６を備える。
【００４３】
　臭気センサ３４は、原水槽１０に設置され、原水から発生する臭気を検知する。臭気セ
ンサ３４は、特に制限はなく、例えば、市販の熱線型焼結半導体センサなどを用いること
ができる。臭気センサ３４は、制御装置３６と電気的に接続されており、臭気センサ３４
により測定された値が制御装置３６に送信される。
【００４４】
　制御装置３６は、プロセッサ及びメモリを備え、機能ブロックとして演算部３８、吸脱
着制御部４０を備える。制御装置３６は、加熱ガス発生装置３２、各配管のバルブ（Ｖ１
～Ｖ８）と電気的に接続されており、加熱ガス発生装置３２の稼働・停止、各バルブ（Ｖ
１～Ｖ８）の開閉を制御する。
【００４５】
　演算部３８は、臭気センサ３４により測定された値と、活性炭フィルタの吸着容量とに
基づいて、脱着処理を行うタイミングを決定する。具体的には、原水の臭気と原水の臭気
物質濃度との関係を満たす検量線が予め記憶されており、臭気センサ３４により測定され
た値を当該検量線に当てはめて、原水中の臭気物質濃度（ｍｇ／Ｌ）を算出する。当該算
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出した原水中の臭気物質濃度と処理装置２の原水流量（Ｌ／ｈ）から臭気物質の負荷（ｍ
ｇ／ｈ：単位時間当たりに処理する臭気物質量）を求める。原水流量は予め設定された値
である。また、活性炭フィルタの吸着容量は、予め活性炭フィルタが破過するまでに吸着
できた吸着物質量を測定する吸着試験により求めた値であり、活性炭フィルタが吸着でき
る吸着物質の総量（ｍｇ／ｋｇ－活性炭フィルタ）である。そして、活性炭フィルタの吸
着容量（ｍｇ／ｋｇ－活性炭フィルタ）を臭気物質の負荷（ｍｇ／ｈ）で除することによ
り時間を算出し、当該時間を脱着処理を行うタイミング（すなわち吸着処理を停止するタ
イミング）とする。
【００４６】
　吸脱着制御部４０は、演算部３８により算出した時間が経過した時点で、各配管のバル
ブの開閉を制御して、例えば第１活性炭フィルタ１８の吸着処理を停止し（この際、第２
活性炭フィルタ２０の吸着処理を開始してもよい）、また加熱ガス発生装置３２を稼働さ
せ、加熱ガスを例えば第１活性炭フィルタ１８に供給し、脱着処理を開始する。所定時間
経過後、吸脱着制御部４０は、各配管のバルブの開閉を制御し、また、加熱ガス発生装置
３２を停止して、第１活性炭フィルタ１８の脱着処理を終了する。なお、第２活性炭フィ
ルタ２０についても、同様に、上記算出した時間が経過した時点で、脱着処理を開始する
。
【００４７】
　また、演算部３８は、脱着処理後から臭気センサ３４により所定の時間間隔で測定され
た値（例えば臭気濃度）と処理時間と処理流量をかけて脱着処理後からの臭気物質の負荷
（ｍｇ）を算出してもよい。
（処理時間（ｈ）×処理流量（Ｌ／ｈ）×臭気濃度（ｍｇ／Ｌ）＝臭気物質積算負荷（ｍ
ｇ）
【００４８】
　そして、吸脱着制御部４０は、演算部３８により算出された積算値（ｍｇ）が活性炭フ
ィルタ装置の吸着容量（＝吸着容量（ｍｇ／ｋｇ－活性炭フィルタ）×活性炭フィルタ量
（ｋｇ－活性炭フィルタ））に所定の安全率をかけた値を超えた時点で、各配管のバルブ
の開閉、加熱ガス発生装置３２の稼働を制御し、活性炭フィルタ（例えば第１活性炭フィ
ルタ１８）の吸着処理を停止させ、脱着処理を開始させてもよい。
【００４９】
　本実施形態では、原水を測定対象としているが、これに制限されるものではなく、凝集
反応槽１２又は接続配管２４ｂにセンサを設置し、凝集処理した処理水を測定対象として
もよいし、接続配管２４ｃにセンサを設置し、膜ろ過処理した処理水を測定対象としても
よい。活性炭フィルタに流入する処理水の水質をより高い精度で測定することが可能であ
る点等から、膜ろ過処理した処理水を測定対象とすることが好ましい。
【００５０】
　なお、本実施形態では、上記測定対象のうち少なくともいずれか１つであればよいが、
複数の測定対象から臭気等を測定してもよい。
【実施例】
【００５１】
　以下、実施例及び比較例を挙げ、本発明をより具体的に詳細に説明するが、本発明は、
以下の実施例に限定されるものではない。
【００５２】
（実施例１）
　図１に示す処理装置を用いて、１０００ｎｇ／Ｌの臭気物質（ジェオスミン＋２－ＭＩ
Ｂ）、３ｍｇ／ＬのＴＯＣを含む水を処理した。
【００５３】
　実施例１の膜ろ過装置として、ＵＦ膜装置を用いた。ＵＦ膜装置の詳細は以下に示す通
りである。
　寸法：外径２３０ｍｍ×高さ２４００ｍｍ
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　ろ過面積（膜面積）：７７ｍ２
　限外ろ過膜：中空糸膜、ＰＶＤＦ製、公称孔径０．０１μｍ（公称分画分子量３６０，
０００Ｄａ）
　ろ過方式：外圧式デッドエンドろ過
　処理流量：９．６ｍ３／ｈ
【００５４】
　実施例１の活性炭フィルタの詳細は以下に示す通りである。
　寸法：３ｍ×３ｍ×３ｍ
　活性炭：細孔径１０Å、比表面積１５００ｍ２／ｇの繊維状活性炭
　処理流量：９．６ｍ３／ｈ
【００５５】
　１０００ｎｇ／Ｌの臭気物質（ジェオスミン＋２－ＭＩＢ）、３ｍｇ／ＬのＴＯＣを含
む水に、無機系凝集剤としてポリ塩化アルミニウムを２０ｐｐｍ添加し、凝集処理を行っ
た後、処理水を膜ろ過装置（ＵＦ膜装置）に通水し、膜ろ過処理を行った。膜ろ過処理後
の処理水を活性炭フィルタに通液し、吸着処理を行った。活性炭フィルタから排出された
処理水中の臭気物質濃度が５ｎｇ／Ｌ以上となった時点で吸着処理を停止し、活性炭フィ
ルタに、活性炭１ｋｇあたりに対する加熱ガスの流量が１～２ｋｇ／ｈの流量で水蒸気を
供給し分脱着処理を行った。このような吸着処理及び脱着処理を第１活性炭フィルタ及び
第２活性炭フィルタとの間で交互に行った。
【００５６】
（比較例１）
　凝集処理を行わずに、膜ろ過処理及び活性炭フィルタによる吸着処理を行ったこと、脱
着処理を行わなかったこと以外は、実施例１と同様の処理を行った。
【００５７】
（実施例２）
　脱着処理を行わなかったこと以外は、実施例１と同様の処理を行った。
【００５８】
　凝集処理を行わなかった比較例１では、吸着処理時間は１０００時間であったが、実施
例１及び実施例２では吸着処理時間は２４００時間であった。すなわち、凝集処理を行う
ことで、活性炭フィルタの吸着時間を長くすることが可能となるため、ランニングコスト
の低減を図ることが可能であると言える。特に、水処理中の脱着処理の回数を減らすこと
ができるため、再生コストの低減を図ることが可能である。また、実施例１では、脱着処
理により、活性炭フィルタの吸着性能を回復させることができ、活性炭フィルタを交換す
ることなく、安定した水処理が可能であった。
【００５９】
（実施例３）
　処理対象排水として、色度成分であるフミン質を０．５４ｍｇ／Ｌ含む水を用いた。当
該水にポリ塩化アルミニウムを１０、２０、３０、又は４０ｍｇ／Ｌ添加し、凝集処理を
行った後、処理水をＵＦ膜装置に通水し、膜ろ過処理を行った。ＵＦ膜装置及び膜ろ過処
理条件は実施例１と同様とした。
【００６０】
（比較例２）
　処理対象排水として、色度成分であるフミン質を０．５４ｍｇ／Ｌ含む水に対して凝集
処理を行わなかったこと以外は、実施例３と同様の処理を行った。
【００６１】
　実施例３及び比較例２で得られた処理水中のフミン質濃度を測定した。その結果を表１
に示す。
【００６２】
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【表１】

【００６３】
　ポリ塩化アルミニウムを添加して凝集処理を行った後、ＵＦ膜装置で膜ろ過処理を行っ
た実施例３は、フミン質濃度が低下した処理水が得られた。一方、ポリ塩化アルミニウム
を添加せず、ＵＦ膜装置で膜ろ過処理を行った比較例２は、ＵＦ膜でフミン質をほとんど
除去できず、得られた処理水中のフミン質濃度は原水中のフミン質濃度とほとんど変わら
なかった。これにより、色度成分を含む場合に、活性炭フィルタの前段で凝集処理を行っ
てＵＦ膜装置で処理することで、色度成分をＵＦ膜で処理することが可能となり、後段の
活性炭フィルタを臭気成分の除去に効率的に利用することが可能となる。
【符号の説明】
【００６４】
　１，２　処理装置、１０　原水槽、１１　撹拌機、１２　凝集反応槽、１３　凝集剤添
加配管、１４　膜ろ過装置、１６　吸脱着装置、１８　第１活性炭フィルタ、２０　第２
活性炭フィルタ、２２　原水配管、２４ａ～２４ｃ　接続配管、２６　処理水配管、２８
　加熱ガス供給配管、３０　排ガス配管、３２　加熱ガス発生装置、３４　臭気センサ、
　３６　制御装置、３８　演算部、４０　吸脱着制御部。
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